
大学発ベンチャー企業数、及び大学と民間企業等との共同研究数の推移
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（大学発ベンチャー数：経済産業省調べ、民間企業等との共同研究件数：文部科学省調べ)

　○折れ線グラフは大学発ベンチャー企業数
　　（平成14年度末）
　○棒グラフは民間企業等との共同研究件数

・競争的研究資金の拡充
H12年度約3,000億円→H15年度約3,500億円
（目標H17年度 6,000億円）

Ｄｏ Ｓｅｅ

国家的に重要な研究開発の評価

国の研究開発評価に関する大綱的指針に基づく評価

Ｐｌａｎ

科学技術創造立国の実現に向けて【概要】
－科学技術分野における構造改革の成果と進捗状況－

基礎研究の強化

資源配分の方針

概算要求施策の精査・
優先順位（ＳＡＢＣ）付け

各年度の重点課題

科学技術システム改革

科学技術の戦略的重点化第
二
期
科
学
技
術
基
本
計
画

(Ｈ13．3)
閣議決定

政府予算案への反映

科
学
技
術
基
本
法

(H 7.11)

各省の科学技術関係施策へ展開

各種制度改革
規制改革、税制改正 等

科学技術の戦略的重点化
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平成１５年度科学技術関係予算の分野別金額の増減
（平成13年度に対するパーセンテージ）

ライフサイエンス

情報通信

ナノテク･材料
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製造技術

フロンティア

社会基盤

平成１３年度 7,221億円

【重点４分野】
（大学に係る予算を除く。）

平成１５年度 7,813億円

（＋592億円）

・制度改革（ＴＬＯ法、国立大学法人化 等）
・意識改革（産学官連携推進会議、産学官連携サミット等）

第
一
期
科
学
技
術
基
本
計
画

(H 8. 7)
閣議決定

・地域ｸﾗｽﾀｰが全国的に拡大

・知的財産の保護と活用に関する戦略を提言

○｢大規模新規研究開発の評価｣（３課題）
○知的特区（科学技術関係の規制の特例措置）

○地方財政再建促進特別措置法等の規制改革

1,327億円：H14年度補正予算・H15年度当初予算による新規

特に、重点４分野（ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ・情報通信・環境・ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ材料）につい
ては、優先的に研究開発資源の配分を実現

・大学発ﾍﾞﾝﾁｬｰの増加（H7年度 62→H14年度531）
・TLO（技術移転機関）による特許出願件数の増加
（H11年度以前 317件→H14年度末 1619件）

公共事業依存型から科学技術駆動型の地域経済発展へ

（産業ｸﾗｽﾀｰ計画：19地域、知的ｸﾗｽﾀｰ創生事業：15地域）

・国立大学の施設の整備（「国立大学等施設緊急整備5か年計画」）
H13年度約6,500億円→H15年度約11,200億円
（目標：H17年度16,000億円）

（特許出願件数）

承認 TLOの特許出願件数及びロイヤリティ収入の推移
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科学技術システム改革

○研究開発税制等の税制改正 ○｢総額約10億円以上の研究開発の評価｣（164課題）

○「指定して行う評価」（４課題）

○「競争的研究資金制度の評価」（７制度）

・・８分野における研究開発の推進戦略を策定分野別推進戦略

経済活性化のための研究開発プロジェクト

・競争的研究資金制度の改革（繰越明許費化 等）

競争的な研究開発環境の整備

産学官連携の仕組みの改革

地域科学技術振興

科学技術振興のための基盤の整備

（総合科学技術会議）

（各省）
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